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1. 本稿の目的
　図書館や博物館、美術館などの文化施設（以下「図書
館等」）において、所蔵作品をインターネット上で公開
する際には、著作権の有無や利用条件等の、いわゆる
権利表記を表示することがある。
　ライセンスのための表記としては、クリエイティブ・
コモンズ（Creative Commons。以下「CC」）が国際的に
広く用いられているほか、最近では、権利の状態を示
す表記として、Rights Statements（以下「RS」）も使わ
れ始めている。
　RS は、EU の Europeana（E2183、CA1863参照）や米
国デジタル公共図書館（DPLA；E2188、CA1857参照）
のようなデジタルアーカイブにおいて、2016年から準
備されており、近年では、日本の一部の図書館等にお
いてもRSの表記が見られる。
　CCの解説はすでに数多く存在する（1）ものの、RSの
解説は必ずしも多くないため、本稿ではRSを中心に
解説した上で、日本のデジタルアーカイブにおいてど
のような権利表記が適切かを検討する。

2. Creative Commons
2.1. CCの概要
　RSを検討する前提として、まずは日本でも知られて
いるCCについて概説する。CCは、権利者が作品を公
開する際に、第三者が作品を利用できる条件を表示し
てライセンスするためのツールである（以下、ライセ
ンスの趣旨では「CCライセンス」と記載し、組織名の
趣旨では「クリエイティブ・コモンズ」と記載する）。す
なわち、CCにおいては通常、作品のクリエイター等の
権利者が作品を公開するような場面が想定されている。
　CCライセンスには、機械可読のためのメタデータ
が組み込まれており、検索エンジンを用いてCCライ
センスの条件を指定したコンテンツを検索することが
できる。
　利用条件を示すマークとしては、【表1】の4種類が
ある（2）。

マーク 名称 利用条件

表示
（BY）

作品のクレジットを表示す
ること

非営利
（NC）

営利目的での利用をしない
こと

改変禁止
（ND） 元の作品を改変しないこと

継承
（SA）

元の作品と同じ組み合わせ
のCCライセンスで公開す
ること

　このうち、表示（BY）は全てのライセンスの必須条件
となっているため、残りの3つの条件の組み合わせにより、

【表2】の6種類のライセンスが予定されている（3）。例えば、
CC BY（表示）のライセンスを付した場合、作品のクレ
ジットを表示することが利用条件となる。

マーク CCライセンスの種類

CC BY（表示）

CC BY-SA（表示‒継承）

CC BY-ND（表示‒改変禁止）

CC BY-NC（表示‒非営利）

CC BY-NC-SA
（表示‒非営利‒継承）

CC BY-NC-ND
（表示‒非営利‒改変禁止）

　なお、自ら有する著作権法上の権利を放棄する場合
にはCC0（ゼロ）マークが準備されており、作品に著作
権による制限がないことを示すためのパブリックドメ
インマーク（Public Domain Mark。以下「PDM」）も存
在する（【表3】）（4）。これらは権利の放棄または権利状
態の表示であり、厳密にはライセンス（許諾の意思表示）
ではない。

マーク 名称 内容

CC0

自ら有する著作権法上の
全ての権利を法令上認め
られる最大限の範囲で放
棄する意思表示

Public
Domain
Mark

（PDM）

著作権による制限がない
ことの表示＊五常総合法律事務所

【表1】CCの利用条件を示すマーク

【表2】CCの基本ライセンス

【表3】CC0とPDMマーク
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2.2. CCの活用事例
　CCは、一般のクリエイターに限らず、図書館等で
も広く用いられている。例えば2017年に、米国のメト
ロポリタン美術館が37万5,000点強の画像をCC0で公
開したことは大きな話題になった（5）。また近時では、
2020年1月に、フランス・パリ市内の14のミュージアム
を管理する公共団体Paris Muséesが、各館の所蔵品画
像10万点以上をCC0で公開している（6）。
　日本でも、例えば大阪市立図書館デジタルアーカイ
ブは、2019年10月以降、オープンデータコンテンツ（画像、
メタデータ）の二次利用の条件をCC0で表示している（7）。

2.3. CCの留意点
　もっとも、CCライセンスは、権利者自身が作品の利
用方法についてライセンスすることを主に想定したマー
クである。
　そのため、権利者以外の人や組織がCCライセンス
を用いる場合には、無権利者による行為として効力を
生じない場合も考えられる。
　例えば、図書館等が有する所蔵資料のうち、資料そ
れ自体の著作権が存続しており図書館等が利用許諾の
権限を有している場合や、著作権の消滅した立体作品

（彫刻等）を撮影した写真自体に著作権が生じており図
書館等が利用許諾の権限を有している場合（8）には、図
書館等がCCライセンスを用いることは論理的に可能
である。しかし、著作権の消滅した平面作品（絵画、書
面等）を正面から忠実に撮影した結果として写真の著
作権が生じない場合（9）には、図書館等は資料にも写真
にも著作権を有しないため、CCライセンスを使うこ
とは論理的には適切でないと考えられる（10）。
　クリエイティブ・コモンズが2019年11月に公表した
ブログ記事においても、著作物がパブリックドメイン
である場合、その複製物に著作権ライセンスは適用さ
れるべきではなく、著作物に著作権が存在する場合に
のみ機能することを意図したCCライセンスが仮に適
用されていたとしても、無効になるとの見解を示して
いる（11）。

3. Rights Statements
3.1. RSの概要
　RSは、CCとは異なる趣旨で作られたマークである。
　CCライセンスは、上記の通り、権利者が作品の利用
条件を示してライセンスする場面を主に想定したもの
であるが、RSは、主に権利の状態を表示するためのも
のである。
　RS は、Europeana と DPLA、クリエイティブ・コモ
ンズの三者が中心となって2016年に創設され（12）、公式
ウェブサイト（13）で使用ルールが公開されている。RS

もCCと同様に、機械可読に対応している。
　RSに関するコンソーシアムのメンバーとしては、
本稿執筆時点（2020年1月）では、Europeana 、DPLA、
に加えて、インド国立デジタル図書館、カナダ国立図
書館・文書館（LAC）の National Heritage Digitization 
Strategy、オーストラリア国立図書館の情報探索シス
テム“Trove”が名を連ねている（14）。
　権利表示のマークとしては、以下の12種類が用意さ
れている（15）。

（1） 著作権が存在する場合
　まず、著作権が存在する場合に関して、【表4】の5種
類のマークがある（以下、マーク画像は本稿執筆時点
のものである）。

（2） 著作権が存在しない場合
　次に、著作権は存在しないものの、他の理由で自由
な利用ができない場合に用いるマークとして、【表5】
の4種類がある。これらのマークは、PDMやCC0の利
用が不可能な場合にのみ用いるべきとされる。

（3） 著作権の状態が明確でない場合
　その他のマークとして、【表6】の3種類がある。いず
れも、著作権の状態が明確にわからない場合に用いる。

3.2. RSの活用事例
　近時においては、日本でもRSが活用され始めてい
る。例えば、千葉大学は、2018年9月に千葉大学学術
リソースコレクション（c-arc；E2082参照）を公開した
際に、一部のコンテンツに、RS の「No Copyright −
Contractual Restrictions（著作権なし−契約による制
限あり）」の表記を用いた。契約による制限の具体的な
内容としては、千葉大学附属図書館が提供するデジタ
ルコンテンツであることの明示と、コンテンツを改変
して利用する場合には原資料から改変していることの
明示の2つの条件を満たせば、特別な手続を経ずに利
用できると記載されている（17）。
　 ま た、佛教大学附属図書館 も、2019年8月 に デ ジ
タルコレクションのリニューアルを発表した際に

（E2214 参 照 ）、RS の「No Copyright − Contractual 
Restrictions（著作権なし−契約による制限あり）」の表
記を用いた。 そして、当該マークを付した作品の二次
利用の条件としては、「当館が提供する画像データで
あることを明示すること。また、可能な範囲で当サイ
トもしくは該当作品のURLを、掲載またはリンクを貼
ること。」「画像データを改変した場合は、その旨を明
示すること。」と記載されている（18）。
　もっとも、これら2館の記載内容は、契約により図書
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マーク画像 名称 概要

IN COPYRIGHT
（著作権あり）

著作権が存在しており、公開した者自身が著作権
者であるか、著作権者から利用許諾を得ているか、
または何らかの権利制限規定のもとで利用する場
合に用いる。

IN COPYRIGHT - EU ORPHAN WORK
（著作権あり− EU 孤児著作物）

著作権は存在するものの、EU 孤児著作物指令
（Directive 2012/28/EU）に基づいて孤児著作物と
された場合に用いる。

IN COPYRIGHT - EDUCATIONAL USE 
PERMITTED（著作権あり−教育目的の利用
可）

著作権は存在するものの、著作権者により、教育
目的の利用が認められた場合に用いる。

IN COPYRIGHT - NON-COMMERCIAL USE 
PERMITTED

（著作権あり−非営利目的の利用可）

著作権は存在するものの、著作権者により、非営
利目的の利用が認められた場合に用いる。

IN COPYRIGHT - RIGHTS-HOLDER（S） 
UNLOCATABLE OR UNIDENTIFIABLE

（著作権あり−著作権者不明）

著作権は存在するものの、一定の合理的な調査を
経ても、著作権者が判明しないか、または連絡先
がわからない場合に用いる。

【表4】 著作権が存在する場合のマーク

マーク画像 名称 概要

NO COPYRIGHT - CONTRACTUAL REST
RICTIONS

（著作権なし−契約による制限あり）

すでに著作権は消滅しているものの、第三者の利
用については契約で何らかの制限（例えばプライ
バシー問題、文化的保護、デジタル化契約または
寄贈契約等による制限（16））が課されている場合に
用いる。このマークを用いる場合には、契約によ
る制限の具体的な内容を示す必要がある。

NO COPYRIGHT - NON-COMMERCIAL 
USE ONLY

（著作権なし−非営利目的の利用のみ可）

すでに著作権は消滅しているものの、公的機関と
民間企業の協定（partnership）により、非営利目
的の利用に制限してデジタル化した場合に用いる。

NO COPYRIGHT - OTHER KNOWN LEGAL 
RESTRICTIONS

（著作権なし−他の法的制限あり）

すでに著作権は消滅しているものの、他の法的制
限により自由な利用ができない場合に用いる。こ
のマークを用いる場合は、法的制限の具体的な内
容を示す必要がある。

NO COPYRIGHT - UNITED STATES
（著作権なし−米国の法律上）

米国の法律で、パブリック・ドメインになった場
合に用いる。

【表5】著作権が存在しない場合のマーク

マーク画像 名称 概要

COPYRIGHT NOT EVALUATED
（著作権未評価）

著作権の状態が不明で、表示者が著作権の状態を
決定するための調査を尽くしていない場合に用い
る。

COPYRIGHT UNDETERMINED
（著作権未決定）

著作権の状態が不明で、かつ著作権の状態を決定
するための調査を尽くしたが、判明しなかった場
合に用いる。

NO KNOWN COPYRIGHT
（知る限り著作権なし）

表示者において、著作権その他の権利がないと信
じるだけの合理的な理由があるものの、著作権が
ないとの決定まではできない場合に用いる。

【表6】著作権の状態が明確でない場合のマーク

館等に課された制限というよりも、4.3.で後述する「お
願い」の記載事項と親和性があるように思われる。

4. デジタルアーカイブにおける権利表記の現在
4.1. 検討の視点
　以上のCCとRSの特質をふまえると、図書館等のデ

ジタルアーカイブにおいてはどのような権利表記が望
ましいか。
　検討の視点としては、少なくとも、①権利の実態を
正しく反映すること、②機械可読であること、③一般
人にわかりやすい表記であること、の3点が必要と考
える。
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　これらの視点を満たす方向性として、まず②の機械
可読については、CCもRSも対応している。③のわか
りやすさについては、CCは日本でも広く普及してい
る反面、RSは未だ十分に普及しておらず、かつ日本と
の関係が薄いマークもある（例えば、著作権あり−EU
孤児著作物のマーク等）。そのため、①の権利実態の反
映に関しても、例えば自らが利用許諾の権限を有する
ものについては広く普及しているCCを用い、そうで
ないものには補完的にPDMやRSを用いるなど、権利
の実態に合わせて適切に併用することが考えられる。
　なお、CCもRSも、主に著作権を対象としたもので
あり、肖像権（19）、パブリシティ権、プライバシー権等の
権利については別途検討する必要がある。

4.2. 望ましい表示の例
　内閣府知的財産戦略本部のデジタルアーカイブジャ
パン実務者検討委員会は、2019年4月付けで、「デジタ
ルアーカイブにおける望ましい二次利用条件表示の在
り方について（2019 年版）」を公表した（20）。
　同資料においては、デジタルコンテンツの二次利用
条件を表示するライセンスまたはマークとして、以下
の3種類の利用が望ましいと述べる（21）。

・ 国際的に普及しているパブリック・ドメイン・ツール
及びCCライセンス。特に、CC0、CC BYを強く推奨
する。

・ Rights Statementsからは、著作権あり、著作権あり
−教育目的の利用可、著作権なし−他の法的制限あり、
著作権なし−契約による制限あり、著作権未評価の
マーク。

・ 日本独自の表示としては、 裁定制度により利用され
た著作物であることがわかるマーク（著作権未決定−
裁定制度利用著作物）。

　そして、同資料は、CC0の利用場面として、「特に3次
元作品を撮影した写真等の場合、写真撮影者（データ
作成者）の創作的表現の有無について活用者が厳密に
判断することは困難であるため、2次元作品の忠実な
複製など、データ作成者の創作的表現が存在しないこ
とが相当程度確実である場合等を除いて、CC0により
データ作成者自身の権利を明確に放棄することが、二
次利用促進の観点からは望ましい」と述べる（22）。
　また、RSの位置づけについては、「Rights Statements
自体はライセンスとしての性質を有するわけではなく、
正式な二次利用条件はアーカイブ機関の側が独自に準
備し、利用者に分かり易い形で提示する必要がある。」
と述べる（23）。
　この指摘をふまえると、RSを用いる際に、利用者に

対して二次利用条件をどのように提示するかが問題と
なる。例えば、「教育目的の利用」がどの範囲になるか（著
作権法第35条の権利制限規定以外にどのような場面で
の利用を認めるか）、「他の法的制限」の具体的内容（例
えば肖像権、プライバシー権等に基づく一定の範囲で
の公開制限等）、「契約による制限」の具体的内容（例え
ば著作者名の表示の求め等）といった点につき、各アー
カイブ機関において検討が必要になる。
　なお、日本独自の表示としての「著作権未決定−裁
定制度利用著作物」のマークについては、必要性は理
解できるものの、機械可読に対応した公的なマークは
本稿執筆時点では準備されておらず、さらに検討が必
要と思われる。

4.3. 「お願い」の活用
　なお、図書館等においては、パブリックドメインの
所蔵資料についても、作品や作者への配慮や敬意を示
してほしいとの動機や、図書館等によるデジタル化と
公開への貢献を社会的に広く認知してほしいとの動機、
あるいはデータの信頼性を担保したいとの動機などか
ら、出典や所蔵館等の表記を求めたいとの意向が見ら
れる（24）。また、館によっては、資料公開のための予算
を確保したいとの動機から、アクセス数等の利用実績
を高めるべく、出典へのリンクを求めたいとの意向も
耳にするところである。
　これらの意見は傾聴に値するものの、内容は必ずし
も法的根拠に基づくものではないため、事実上の「お願い」
として記載することが望ましい（25）。例えば、ジャパン
サーチ試験版（E2176参照）のサイトポリシーでは、「CC0・
PDM等で提供されているデータであっても、二次利用
に際しては、次の事項へのご配慮をお願いいたします。
これらのお願いは法的な契約ではありませんが、できる
限りご留意の上でご利用くださるよう、ご協力をお願い
します。」と記載されており、法的な拘束力の生じない
事実上のお願いであることが強調されている（26）。

5. 終わりに
　本稿では、動向レビューとして、RSについて現時点
での概説を試みた。RSは、日本では未だ議論が十分に
熟しておらず、日本の著作権法との整合性など、さら
なる検討が必要である。本稿は取り急ぎの整理にすぎ
ないが、今後の検討の一助となれば幸いである。
　利用者から見てわかりやすく、図書館等において使
いやすい権利表記によって、デジタルアーカイブの公
開や二次利用がさらに活発になることを期待したい。
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